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道内景気は、持ち直している。

需要面をみると、個人消費は大型小売店販売額が増加しているほか、乗用車販売台数が堅

調に推移するなど、消費税増税前の駆け込み需要が強くなっている。住宅投資は貸家の落ち

込みに加え、駆け込み需要が一段落したことから、前年を下回っている。公共投資は前年を

上回っている。輸出はアジアや北米向けが増加している。

生産活動は持ち直しの動きが一服している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに

改善が続いている。企業倒産は件数、負債金額ともに減少している。

なお、４月１日の消費税増税に伴い、当面、駆け込み需要の反動減が予想される。
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①大型小売店販売額～７か月連続で増加

２月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋４．２％）は、７か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋５．２％）、スーパー（同

＋３．９％）とも、衣料品、身の回り品、飲食

料品、その他のすべての品目で前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋２．９％）

は、５か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～２か月連続で減少

２月の新設住宅着工戸数は、１，３２２戸（前

年比▲１１．６％）と２か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲５０．６％）、

貸家（同▲２．４％）、持家（同▲３．３％）のす

べてが減少した。

平成２５年度累計（１１か月間）では、３２，５４６

戸（前年比▲１．３％）と前年を下回って推移

している。利用関係別では、持家（同

＋１１．３％）は増加しているが、貸家（同

▲８．５％）、分譲（同▲７．８％）が減少してい

る。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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（資料：函館税関）

③公共投資～３か月ぶりに増加

３月の公共工事請負金額は、９８２億円（前

年比＋３７．５％）と３か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋９０．９％）、北

海道（同＋１１．１％）、市町村（同＋２７．５％）

いずれも前年を上回った。

平成２５年度累計では、請負金額９，４７８億円

（前年比＋２２．１％）と前年を上回った。

④来道客数～２４か月連続で前年を上回る

２月の来道客数は、８２８千人（前年比

＋０．４％）と２４か月連続で前年を上回った。

平成２５年度累計（１１か月間）では１１，３０５千

人と前年を４．６％上回った。

２月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ２．８％増加した。国内線（前年比＋０．９％）、

国際線（同＋２２．２％）ともに前年を上回っ

た。

⑤貿易動向～輸出は２か月ぶりの増加

２月の道内貿易額は、輸出が前年比４１．４％

増の４１３億円、輸入が同４．５％減の１，５４８億円

となった。

輸出は自動車の部分品や石油製品などが増

加し、２か月ぶりに前年を上回った。輸入は

原油・粗油などが増加したが、石油製品など

が減少し、１５か月ぶりに前年を下回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～持ち直しの動きが一服

２月の鉱工業生産指数は１０１．８（前月比

▲２．１％）と３か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲０．６％と８か月ぶりに低下し

た。

業種別では、前月に比べ、食料品工業、一

般機械工業など８業種が上昇したが、電気機

械工業、パルプ・紙・紙加工品工業、鉄鋼業

など８業種が低下した。

⑦雇用情勢～改善が続く

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８２倍となり、前月比では０．０３ポイント上

昇、前年比では０．１７ポイント上昇した。前年

比は４９か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比９．０％の増加とな

り、４９か月連続して前年を上回った。業種別

では、卸売業・小売業（前年比＋１６．５％）、

医療・福祉（同＋６．５％）、建設業（同

＋１５．１％）などが増加した。

⑧倒産動向～件数、負債総額とも減少

３月の企業倒産は、件数が４０件（前年比

▲７．０％）、負債総額が８３億円（同▲４７．２％）

となった。件数は２か月連続で減少、負債総

額は５か月連続で前年を下回った。

業種別では、建設業、製造業、サービス・

他がそれぞれ８件などとなった。

平成２５年度累計では、件数は３３３件（前年

度比▲２２．９％）と前年を下回ったが、負債総

額は５，７０６億円（同＋４９０．７％）と、特殊要因

（５，０６１億円）により前年を大きく上回った。

道内経済の動き
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アメリカ同時 
多発テロ 
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知床世界自然 
遺産登録 景気対策 

原油価格 
の高騰 

１．平成２６年１～３月期実績

前期に比べ、売上DIは２ポイント低

下しプラス１７となったものの、高水準が

続いている。一方、利益DIは４ポイン

ト上昇しプラス５と、３期連続でプラス

水準を確保した。

２．平成２６年４～６月期見通し

売上DI（マイナス１０）は２７ポイン

ト、利益DI（マイナス１７）は２２ポイン

トそれぞれ低下する見通しである。各業

種とも、消費税率引き上げによる影響を

懸念する企業が多い。

定例調査

売上DIは高水準が続く
第５２回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第５２回定例調査
（２６年１～３月期実績、２６年４～６月期見通し）
判断時点
平成２６年３月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４２ １００．０％
札幌市 １７９ ４０．５ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９７ ２１．９
道 南 ３５ ７．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６１ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７０ １５．８ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７０５ ４４２ ６２．７％
製 造 業 ２０５ １２２ ５９．５
食 料 品 ７４ ４２ ５６．８
木 材 ・ 木 製 品 ３６ ２４ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５７ ３６ ６３．２
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２０ ５２．６
非 製 造 業 ５００ ３２０ ６４．０
建 設 業 １２５ ８５ ６８．０
卸 売 業 １０２ ６２ ６０．８
小 売 業 ９７ ６３ ６４．９
運 輸 業 ５１ ３２ ６２．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２２ ６２．９
その他の非製造業 ９０ ５６ ６２．２

＜図表２＞業種別の要点

要 点（平成２６年１～３月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２５年
１０～１２

２６年
１～３ ４～６

見通し

２５年
１０～１２

２６年
１～３ ４～６

見通し

全産業 駆け込み需要続く。販売単価も上昇傾
向 １９ １７ △１０ １ ５ △１７

製造業 木材・木製品製造業が好調 １４ １１ △１０ ８ ４ △１７

食料品 水産加工業は苦戦。製菓業は好調 △３ △７ △１４ △１４ △１９ △１９

木材・木製品 活況続いているが、反動減・原料高を
懸念 ５５ ４６ △１３ ５０ １３ △２１

鉄鋼・金属製品・機械 金属製品、機械メーカーが売上増加 ９ １７ ８ １２ １４ △９

非製造業 卸売業、小売業、ホテル・旅館業が堅
調 ２１ １９ △１０ △２ ５ △１７

建設業 一般土木は売上増加。設備工事業は低
調 ３５ ６ △６ ８ △１ △６

卸売業 鋼材卸、機械器具卸が好調 １５ ２４ △１３ ２ １３ △２０

小売業 駆け込み需要で自動車販売増加。百貨
店も売上伸びる １３ ３５ △２２ △２１ ３ △３８

運輸業 輸送需要の増加でドライバー確保が課
題 １９ １６ △３ △１７ △９ △１６

ホテル・旅館業 札幌・道央のホテルを中心に増収・増
益 １５ １８ △１９ １５ １４ △２５

調 査 要 項
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（５７％） ＋３ 製造業（７１％）、非製造業（５２％）とも１位。食料品製造業（７９％）
で１６ポイント上昇

�諸経費の増加（４５％） ＋４ ３期連続で増加。燃料代等の上昇により運輸業（７２％）で特に高率

�人手不足（３５％） △２ 建設業（７１％）では引き続き１位。運輸業（４４％）、ホテル・旅館業
（３２％）はやや低下

�過当競争（３３％） △３ 小売業（６２％）は６ポイント上昇と、競争激しい事業環境が続く

�売上不振（２７％） ＋２ 食料品製造業（４１％）は依然ウェイト高い。ホテル・旅館業（２３％）
は１７ポイント低下

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
５７
（５４）

①
７１
（６８）

①
７９
（６３）

①
７９
（８４）

①
５４
（６２）

①
７５
（７１）

①
５２
（４９）

②
５８
（５８）

①
５８
（４８）

②
４４
（４６）

②
６６
（５８）

①
５９
（６０）

３２
（２７）

�諸経費の増加
②
４５
（４１）

②
４５
（４０）

②
６０
（４９）

②
３３
（４７）

③
３４
（２７）

②
４５
（４３）

②
４５
（４１）

３３
（２９）

②
４０
（３７）

②
４４
（４４）

①
７２
（７２）

②
４６
（４０）

①
５３
（４３）

�人手不足
③
３５
（３７）

２６
（２７）

２４
（２３）

③
２９
（２６）

③
３４
（３５）

１５
（１９）

③
３９
（４１）

①
７１
（６８）

１７
（１５）

２０
（１７）

③
４４
（５３）

③
３２
（４０）

②
３６
（４１）

�過当競争 ３３
（３６）

１８
（１７）

１７
（２０）

１７
（２１）

２０
（１２）

２０
（１９）

③
３９
（４３）

③
４１
（４９）

③
３２
（４９）

①
６２
（５６）

１６
（１４）

２７
（３０）

②
３６
（３６）

�売上不振 ２７
（２５）

③
３１
（３０）

③
４１
（４０）

２１
（１６）

２０
（２７）

②
４５
（３３）

２５
（２３）

２５
（１６）

３０
（３１）

３０
（２７）

１９
（１９）

２３
（４０）

１９
（１８）

�人件費増加 ２６
（２４）

２９
（２６）

３３
（３１）

１７
（２１）

②
４０
（２９）

１５
（１４）

２４
（２３）

３０
（２７）

２２
（１７）

１５
（２１）

２２
（２２）

２７
（２５）

２８
（２７）

�販売価格低下 １４
（１６）

１７
（１１）

１７
（９）

１３
（５）

１７
（１５）

２５
（１４）

１３
（１８）

７
（１６）

２０
（２４）

２１
（２７）

３
（６）

２３
（２５）

４
（１３）

	価格引き下げ要請 １１
（１２）

８
（１１）

１０
（９）

４
（１６）

１１
（１８）

５
（－）

１２
（１２）

１３
（１４）

１７
（２９）

１０
（２）

６
（６）

－
（５）

１３
（７）


設備不足 ７
（７）

８
（１２）

５
（１１）

８
（１１）

１７
（１８）

－
（５）

６
（５）

２
（１）

２
（２）

７
（１０）

６
（１１）

２３
（１５）

１１
（５）

�資金調達 ６
（５）

８
（７）

１４
（９）

４
（－）

６
（９）

５
（１０）

６
（５）

６
（３）

８
（５）

５
（６）

－
（１１）

５
（－）

６
（２）

�代金回収悪化 ４
（２）

２
（２）

５
（－）

－
（５）

－
（３）

－
（－）

５
（２）

－
（－）

１３
（９）

７
（２）

－
（－）

－
（－）

４
（２）

その他 ３
（４）

３
（４）

２
（６）

－
（－）

－
（６）

１０
（－）

３
（４）

２
（３）

３
（３）

５
（２）

－
（－）

５
（５）

２
（７）

＜図表１２＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２５年
４～６７～９１０～１２

２６年
１～３

２６年
４～６
見通し

２５年
４～６７～９１０～１２

２６年
１～３

２６年
４～６
見通し

２５年
４～６７～９１０～１２

２６年
１～３

２６年
４～６
見通し

全 道 ９ １９ １９ １７ △１０ △３ ４ １ ５ △１７ ３４ ３４ ４０ ３３ ３０（３３）

札幌市 １６ ２０ ２６ ２５ △１２ △３ ５ ４ １０ △１９ ３６ ３５ ４２ ３６ ３５（２８）

道 央 ８ １９ ２２ ８ △１ １ △１０ ３ ０ △５ ３６ ３８ ４０ ２８ ３６（２７）

道 南 △１１ ３ △９ △１４ ３ △１４ ３ △１２ △２６ △６ ２５ ３３ ２２ ３２ １５（３２）

道 北 ３ ３５ ２９ ２３ △２１ ３ １９ ２ ８ △２６ ３６ ３２ ４７ ３２ ２２（３９）

道 東 ６ １５ １ １９ △１６ △１１ ９ △４ １１ △２４ ３２ ２７ ３６ ３３ ２６（４７）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１１＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、売上DIは３期連続で高い水準を維持しました。観光客の増加や、卸売

業、小売業を中心に駆け込み需要が高まったことが背景にあるようです。一方で、建設業や

運輸業では人員不足により、需要の増加に対応できないという声も多く聞かれます。また、

消費税率引き上げ後の収益確保が課題であり、企業では経費の削減や来店客増加策を講じる

などの対応を取ろうとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞ 東京五輪招致の決定などによ

り、増加が予想される海外観光客をターゲッ

トとしていきたい。

＜水産加工業＞ 時期によって人員の過不足

が生じ、その調整が難しい。円安と消費税率

引き上げで原材料仕入費用の増加が懸念され

る。

＜乳製品製造業＞ 業界では主原料である生

乳生産量の前年割れが続いており、当初計画

通り製造できない状況にある。限られた原料

の中でいかに効率的な生産を行うかがカギ。

＜木製品製造業＞ 例年になく１～３月が繁

忙期となり休日返上で稼働しているが、４月

以降の落ち込みが懸念される。

＜製材業＞ 本州の取引先からは、景気回復

により商品の売上が伸びているという話が聞

こえてくるが、道内の業者ではそのような実

感があるという人は少ない。

＜製材業＞ 輸入製材の値上がり分を吸収す

べく販売価格を上げているが、人件費を含む

諸経費の増加もあり収益面は厳しい。一段の

価格改定を行いたいが、消費税率引き上げな

ども重なり悩ましい状況にある。

＜金属製品製造業＞ 昨年の受注残があり売

上、利益ともに順調。しかし、原料や資材等

が軒並み値上がりしてきていることと、メー

カーの減産による鋼材製品不足が懸念され

る。

＜金属製品製造業＞ 設備投資によって生産

性が高まり、業績は緩やかではあるが上昇傾

向。技術経験者を採用して社内に刺激を与え

ることで、中堅社員の再育成に力を入れる。

＜鉄鋼製品製造業＞ 業界としては追い風が

吹いているが、組織の強化のため、企業体力

をつけて社員教育や作業のシステム化を図

る。

＜コンクリート製品製造業＞ 売上は数年ぶ

りの好調さであり資金繰りも好転している。

これまで我慢していた修理や設備投資をよう

やく行うことができそう。一方で、今後の反

動減が予想されるので、それを乗り切れるよ

うに企業体力をつけておきたい。

＜印刷業＞ 個人消費の需要を喚起するため

の商業印刷物が増加している。一方で、原材

料や電気、ガスの価格が上昇しており製造コ

ストも増えている。

経営のポイント

消費税率引き上げ後の収益確保が課題
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 資材、機材価格の高騰も徐々に

落ち着き始め、内容の良い工事が増えた。翌

年度工事の前倒し発注は前年よりも若干多

い。

＜建設業＞ 技術職員が不足しているので、

中途採用、新規採用の両面で人材育成を行

い、年齢構成の改善をしていく。

＜建設業＞ 道内の景況感は少しずつ上昇し

ているが、ここ数年の業界衰退により人材が

激減したため、急な工事量の増加に対応でき

ない。

＜電気工事業＞ 公共工事の発注増や消費税

率引き上げ前の駆け込み需要により、技術

者、下請け業者の不足が顕著である。

＜化学製品卸売業＞ 海水温上昇等により水

揚げが振るわず、主要取引先である水産加工

業者が原料高に苦しんでいる。有力企業は買

い付け先を変えて対応しているが、製造量を

抑えたり、見合わせたりしている企業も取引

先には多い。この状況が急に好転する可能性

は少ないと思われ、利益率の高い商品の販売

拡大や原価の見直しなどで収益力を高めた

い。

＜農産物卸売業＞ 売上高は伸びているが、

天候不順による果実類の作況不良により仕入

価格が上昇し、粗利益が減少している。消費

税率引き上げ後の店頭販売の減少がいつまで

続くのか読めない。

＜鋼材卸売業＞ 景気回復や商品単価の値上

げ等を要因に増収増益基調で推移しており、

今年度はより高い営業目標を設定している。

ロス発生の抑制にも力を入れる。

＜履物卸売業＞ 駆け込み需要が男性向け、

子供向け商品に見られ販売は好調。４月以降

の販売数量停滞を見据えて、春物需要は３月

いっぱいで決着をつける。

＜建材卸売業＞ 消費税率引き上げに伴い個

人消費は一時的に落ち込むと思われるが、個

人住宅建築は所得税軽減などの優遇措置があ

るため、さほど影響は感じない。

＜機械器具卸売業＞ 消費税率引き上げ前の

需要増加は肌で感じられるが、４月以降の反

動減が予想され、経費の引き締めに注力す

る。

＜乾物卸売業＞ 利益確保のために健全な経

営が求められる。在庫の削減や、商品規格の

変更を実施したいと考えている。

＜惣菜店＞ 原材料仕入価格の上昇分を販売

価格に上乗せできず、売上が増加しても利益

は減少している。４月の消費税率引き上げの

際に原材料分の価格転嫁も同時に行えるか検

討している。

＜食品スーパー＞ ３月には増税前の駆け込

み需要が見込まれるが、その反動は少なから

ずあるだろう。設備投資のコストも上昇して

おり、投資効率が悪化傾向にある。お客様へ

のアピール、ニーズに合った売場づくりを確

実に行う。

経営のポイント
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＜大型小売店＞ ４月以降、消費税率引き上

げ前の駆け込み需要の反動減が予想される

が、来店客増加策によりいち早く巡航速度へ

戻したい。

＜コンビニエンスストア＞ 競合店の出店に

よって前年比売上高は減少しているが、消費

税率引き上げ前に、タバコなどをまとめ買い

する客が増加しており、客単価は上昇してい

る。

＜運輸業＞ 恒常的な燃料価格の高止まりが

収益に大きく影響している。また運送業にお

ける行政処分基準の強化により、安全、環

境、労務に対する経費も増加している。運賃

改定を柱として荷主に対し粘り強く丁寧に交

渉を続け、売上を維持する。

＜運輸業＞ 運転手不足が深刻で仕事の要請

に応えられないケースがある。

＜観光ホテル＞ 稼働率が上限に近づいてお

り、今後はサービスの質の向上や、客室、設

備のグレードアップを図らなければならな

い。同時に職場環境の維持向上を図り従業員

の定着率を上げる必要がある。

＜都市ホテル＞ 宿泊部門は主にビジネス客

の増加により好調。レストラン部門も、地域

の女性サークルの利用が多く健闘している

が、仕入食材の値上がりが懸念材料である。

稼働率、単価とも上昇してきているが、さら

なる販売促進のためPR強化を図っていく。

＜建設機械リース＞ 政策効果や復興事業に

よって建設関係の需要は増加しているが、全

体的傾向として人員不足が如実に現れてきて

おり、人材確保が今後の課題となっている。

＜飲食店＞ 外食産業は低単価の業態が不振

だが、高単価の業態は好調。株価上昇による

含み益が富裕層の消費を下支えしていると思

う。消費税率引き上げにより消費停滞となら

ないことを期待する。

＜洗濯業＞ 重油や電気代の値上がり分の価

格転嫁が難航している。売上は現状並みで推

移するだろうが、利益確保をいかにするかが

課題。

経営のポイント
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パワーハラスメントの言葉の意味をご存知ですか？パワーハラスメントは「同じ職場で働く者

に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、職務の適正な範囲を超え

て、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為」と定義（注）され、今やその言葉

の認知度は９０％といわれています。言葉が社会に定着し、パワーハラスメントによる精神障害が

労働災害として認定されるようになり、パワーハラスメントを放置した会社が使用者責任を問わ

れる訴訟が起こったりと、パワーハラスメントが経営上重要なリスクであることはもはや常識と

なりつつあります。本稿では厚生労働省の資料を基に、前半にパワーハラスメントの現状を数字

と共に追い、後半に職場でのパワーハラスメント対策について説明したいと思います。

１．パワーハラスメントの現状とリスクを知る

（１）パワーハラスメントに関する相談件数は１０年で７倍も増加している

都道府県労働局や労働基準監督署に設置されている総合労働相談コーナーで扱った「いじめ・

嫌がらせ」に関する相談件数は【図表１】にあるとおり、平成１４年度には６，６２７件だったのが

年々増加し、平成２４年度は５１，６７０件にまで増えました。パワーハラスメント（「いじめ・嫌がら

せ」もパワーハラスメントの一種です。）で苦しむ人が多くいることがわかります。相談件数の

中で「いじめ・嫌がらせ」についての相談割合を見ても、平成１４年は６．４％に対し、平成２４年に

は２０．３％に増加し、他の相談内容と比較して「いじめ・嫌がらせ」に関する相談件数が最多とな

りました。ちなみに「いじめ・嫌がらせ」とは、無視された、言いがかりをつけられた、みんな

が嫌がる仕事ばかり押し付けられた、掲示板等に悪口を書かれた、など多岐にわたります。

しかも過去３年間パワーハラスメントを受けた人のうちの４６．７％は対策を「何もしなかった」

と回答しており、労働局など「公的な機関に相談した」人は２．１％であるという調査結果がでて

います。つまり約５万件の「いじめ・嫌がらせ」の相談は氷山の一角でしかなく、本当はもっと

多くの労働者がパワーハラスメントについて悩みを抱えながら働いているといえるでしょう。

（２）従業員の約１／４がパワーハラスメントを受けたことがあると感じている

「貴社の従業員が社内でパワーハラスメントを受けたことがあると思いますか？」と聞かれた

とき、あなたはどう答えるでしょうか。過去３年間に「パワーハラスメントを受けたことがあ

る」と回答した人は回答者全体の２５．３％、「パワーハラスメントを見たり、相談を受けたことが

ある」と回答した人は回答者全体の２８．２％、「パワーハラスメントをしたと感じたり、したと指

摘されたことがある」と回答した人は７．３％でした。これは、４人の従業員を雇う会社で３年以

経営のアドバイス

パワーハラスメントのリスクと対策
社会保険労務士法人むらずみ総合事務所
特定社会保険労務士 奥村 美菜

（注）パワーハラスメントの定義
「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」ワーキンググループの報告（厚生労働省）HP
http : //www.mhlw.go.jp/stf/shingi/２r９８５２０００００２１hkd.html

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１４／本文　※柱に注意！／０１５～０２３　経営のアドバイス（奥村）  2014.04.18 16.32.27  Page 15 



経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年５月号

0

50,000

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

0%

4%

2%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

22%

6,6276,627 11,69711,697 14,66514,665 17,85917,859 22,15322,153 28,33528,335 32,24232,242 35,75935,759 39,40539,405 45,93945,939 51,67051,670

103,194103,194103,194

140,822140,822140,822
160,166160,166160,166

176,429176,429176,429
187,387187,387187,387

197,904197,904197,904

236,903236,903236,903
247,302247,302247,302 246,907246,907246,907 256,343256,343256,343 254,719254,719254,719

6.4%6.4%6.4%

8.3%8.3%8.3%
9.2%9.2%9.2%

10.1%10.1%10.1%

11.8%11.8%11.8%

14.3%14.3%14.3%
13.6%13.6%13.6%

14.5%14.5%14.5%

16.0%16.0%16.0%

17.9%17.9%17.9%

20.3%20.3%20.3%

上事業を継続していれば、今までに１人はパワーハラスメントを受けたと認識している計算で

す。１００人の従業員を雇う会社であれば、年に８人ほどがパワーハラスメントを受けたと認識し

ているのです。このように考えるとパワーハラスメントは身近のものであり他社の話とは言えな

くなるでしょう。

パワーハラスメントが職場や企業に与える影響については、メディアで損害賠償額や金銭的補

償について取り上げられていますが、【図表２】にあるように、「訴訟などによる損害賠償などの

金銭的負担が生じる」（５７．３％）は６位にとどまっています。むしろ、「職場の雰囲気が悪くな

る」（９７．１％）、「従業員の心の健康を害する」（９５．５％）、「従業員が十分に能力を発揮できなくな

る」（８５．３％）、「職場の生産性が低下する」（７４．０％）、「人材が流出してしまう」（６９．３％）といった

職場環境の悪化の方が重大な影響であるという結果になっています。

この結果からパワーハラスメントは当事者間の問題ではなく、他の従業員にもパワーハラスメ

ント発生の疑いは感覚として伝わっていることを示しています。職場の雰囲気が悪い中で仕事へ

高い意欲を持ち、生産性を向上させることは難しいでしょう。つまり問題として認識されていな

いパワーハラスメントがあったとしたら、すでにその職場は従業員の能力や生産性を十分に引き

【図表１】都道府県労働局等への相談件数

民事上の個別労働紛争相談件数
「いじめ・嫌がらせ」の相談件数
民事上の個別労働紛争相談件数に占める「いじめ・嫌がらせ」の割合（右軸）（「いじめ・嫌がらせ」を含む相談の件数を全体の相談件数で
単純に除したもの。）
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【図表２】パワーハラスメントが企業や職場へ与える影響

出せていないという大きな損失を出していることになります。

（３）パワーハラスメントは６つに分類することができる

パワーハラスメントは【図表３】のように大きく６つに分類することができます。１つめの

「身体的な攻撃」は殴る蹴るなどの暴行で、発見は比較的容易なものになります。２つ目が「精

神的な攻撃」でひどい暴言などを指しますが、例えば「馬鹿野郎」の一言でもいい方、言われた

ときの状況や関係性などによりパワーハラスメントになるかどうかは異なります。精神的な攻撃

に近いもので３つ目に「人間関係からの切り離し」という、その人の存在を無視したり仲間外れ

にするパワーハラスメントがあります。忙しさや、机が一人ひとり仕切られているといった状況

で社員同士あいさつもしないようなコミュニケーションが希薄な職場では、この種類のパワーハ

ラスメントが起こりやすいでしょう。

４つ目と５つ目は「過大な要求」と「過小な要求」ですが、単に人より多く（少なく）仕事が

与えられるということではなく、それらの仕事の多少の程度と必要性を踏まえて判断するもので

す。この種類のパワーハラスメントは意味を拡大解釈され、過大にパワーハラスメントを主張さ

れる恐れがあります。例えば従業員の能力不足により結果として、平均的な能力をもつ従業員に

は通常業務であっても、過大な要求になってしまう場合や、能力不足のため、雑務等を任せるし

かなく、過小な要求になってしまう場合も考えられます。一人ひとり立場や仕事内容、会社から

求められる役割は異なるので、内容仕事量を全く均等にすることは不可能です。しかし、どう

いった理由でこの業務を任せているのか、きちんと説明することでいらぬ誤解を避けることはで
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１．身体的な攻撃 暴行・傷害

２．精神的な攻撃 脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言

３．人間関係からの切り離し 隔離・仲間外し・無視

４．過大な要求
業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の

妨害

５．過小な要求
業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事

を命じる、仕事を与えない

６．個の侵害 私的なことに過度に立ち入る

【図表３】パワーハラスメントの６類型

きるでしょう。コミュニケーションをうまくとれば避けられるパワーハラスメントもあることを

知っていただければ、と思います。

最後に６つ目の「個の侵害」は緊急の用事でもないのに深夜や休日に連絡をしたり、私生活を

詮索し口出しすることなどをいいます。コミュニケーションとして良かれと思い私生活について

尋ねることが、逆に関係性を損なうこともあるという事態を示しています。

この６つの分類に関して、過去に受けたパワーハラスメントの内容に関する調査では「精神的

な攻撃」（５５．６％）、「過大な要求」（２８．７％）、「人間関係からの切り離し」（２４．７％）、「個の侵害」

（１９．７％）、「過小な要求」（１８．３％）、「身体的な攻撃」（４．３％）という結果がでており、「精神的な

攻撃」が圧倒的に多いことがわかりました。もっとも少ない「身体的な攻撃」以外については、

いずれの類型も判断基準は程度や頻度、発生状況により異なるのが特徴のため、「業務の適正な

範囲であるか」を見極め、パワーハラスメントを見逃さないよう訓練が必要でしょう。

また職場のパワーハラスメントは上司から部下への行為に限ったものではなく、先輩後輩、同

僚間、部下から上司に対しても行われることがあります。パワーハラスメントの「パワー」は職

場内の優位性をいうので、役職など職務上の地位のほか、人間関係や専門知識などの優位性も含

まれます。すべての人間関係の中でパワーハラスメントは起こりうることを従業員にも浸透させ

ないと、上司に対して部下が不当なパワーハラスメントを主張してきたという事態や、パワーハ

ラスメントを気にして部下の指導ができなくなり職場環境が悪化する事態も想定されます。

なおパワーハラスメントは複合的に行われる場合も多く、あくまで指標として６つの分類を確

認していただきたいと思います。

２．パワーハラスメント対策を知る

（１）中小企業の８割はパワーハラスメント対策を行っていない

パワーハラスメントの対策の実施状況を調査すると、【図表４】のとおり全体平均４５．４％が実

施していると回答しています。しかし従業員数ごとに詳細を見ると、対策の実施状況は従業員

１０００人以上の会社で７６．３％、３００～９９９人の会社で５３．９％、１００～２９９人の会社で４０．３％、９９人以下

の会社では１８．２％と大きく差が出ており、会社の対策は従業員数が少ないほど遅れていることが
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わかります。自社の規模ではパワーハラスメントなど起こらない、小さな会社はそこまで手が回

らない、対応する人員を割く余裕がない、問題が起きてから対策を考えればよい、という考えも

わかりますが、逆に多くの大企業が対策を講じていることから、それだけパワーハラスメントに

はリスクがあるということもご理解いただけると思います。

訴訟になった場合、証拠収集にとても多くの時間と労力をかけて対応しなければなりません。

弁護士への費用や、賠償・慰謝料の支払いも必要になります。当然のことながら、これらは企業

の生産性とは全く関係なく、むしろ訴訟対応で雰囲気が悪い職場では生産性の低下が危惧されま

す。また、訴訟になったことが知れ渡ると、勝敗に関係なく一気に社会的信用が損なわれ、世間

からブラック企業のレッテルを張られてしまいます。このレッテルにより今後の採用活動や取引

先との関係に影響が出る可能性もパワーハラスメントのリスクの一つと言えるでしょう。万が一

のために保険に加入するように、もしものときのため、パワーハラスメント対策の取り組みを行

うのも会社のリスクヘッジには必要であると思います。

【図表４】パワーハラスメントの予防・解決に向けた取り組みの状況

（２）パワーハラスメント対策に１番重要なのはトップメッセージ

パワーハラスメント対策は企業風土の改善が必要なため、トップの取り組み姿勢が非常に重要

といえます。パワーハラスメントの担当者を指名し対策を行わせても、トップ自身がパワーハラ

スメント発言をしたり、パワーハラスメントを行う人物を上役に登用してしまうと、いくらパ

ワーハラスメント対策のルールを作ってもすぐに形骸化していまいます。

パワーハラスメントは初期段階では「人前で大声で怒鳴られる」「ひどい嫌味を言われる」な

ど、業務上の指導がやや行き過ぎた行為や人間関係の行き違いによるものなど、悪意がないもの
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が多くなっています。パワーハラスメントを受けた側も対応は「あまり大げさにしたくない」

「謝ってくれて、今後同じことがなければいい」と状況改善を望むのであり、争う気持ちはあま

りないことが一般的です。ただし、小さな行き違いの段階でパワーハラスメントを発見すること

が難しいため、パワーハラスメント行為が積み重なり、とり返しがつかなくなってようやく問題

が表面化して慌てて対応する事態になってしまいます。関係を修復することなく当事者が会社か

らはじき出された場合、未払い残業や不当解雇など別の角度から会社に対して訴えを起こす、と

いったリスクも高くなります。

トップがパワーハラスメントをなくすという宣言や取り組みを行う発表をすることで、会社は

パワーハラスメントについて問題意識を持っている、対策を考えてくれるという信頼が従業員に

生まれます。会社への信頼があればパワーハラスメントが発生した時に初期の段階で相談があっ

たり、問題が生じたときの歩み寄りにも応じてくれることもあり、事態が悪化するのを防ぐこと

が期待できます。当たり前ですが、宣言に反して「状況を放置する」「社内で揉み消す」といった

不誠実な対応をすると、会社に不信感を抱き状況は悪化してしまいます。例えば上司が優秀な人

材で部下は能力不足と思われる場合など、双方から十分に話を聞かず「上司がきつい発言をした

のも部下に原因がある」などと、つい上司を庇ってしまい対策を取らないことはあり得ることで

す。そのような誤った判断をしないために、対策を次に確認していきます。

（３）パワーハラスメント予防の５つの柱

【図表５】にあるようにトップからパワーハラスメントを職場からなくすことを宣言した後、

まず行うのは「ルールを決める」ことです。具体的にどのようなことがパワーハラスメントにな

るか、パワーハラスメントを行った場合どのような処分があるか就業規則や関係規定を定めま

す。

次に従業員へアンケートを実施し「実態を把握」します。パワーハラスメントのルールの内容

を従業員に問いかけて会社の現状を確認します。その結果をもとに必要な「教育」を行います。

教育の一例として管理職に向けたものと一般従業員に向けたものに分けて考えてみます。管理職

に向けた教育では、パワーハラスメントを起こさせない職場環境の作り方や適正な指導と、「部

下に対する指導で、人格を否定するような言葉は使っていませんか？」などパワーハラスメント

の違いといった意識改革の教育があるでしょう。他方、一般従業員に向けた教育ではパワーハラ

スメントとはどのようなものを指すか、理解と気づきを促す教育が適切でしょう。アンケートの

結果や職場の現状に合わせて、どのような教育を行うかの選択することが効果的な成果を得るた

めのポイントです。例えば「あなたはどんな態度・行動がパワーハラスメントだと感じます

か？」、「パワーハラスメントをなくすためにどんな対処法があると思いますか？」などパワーハ

ラスメントの現状だけでなく、パワーハラスメントについて考えさせて聞き取ることは「気づ

き」の促しに有効でしょう。これらを踏まえた上で最後に取り組みの結果や今後の方針を従業員

に向け「周知」します。情報を社内の一部にとどめることなく広く公表することが、パワーハラ

スメントの隠ぺい風土からの脱却の近道です。
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１．トップのメッセージ
組織のトップが「職場のパワーハラスメントは職場からなくすべ

きであること」を明確に示す

２．ルールを決める
就業規則に関係規定を設ける、労使協定を締結する、予防解決に

ついてのガイドラインを作成する

３．実態を把握する 従業員へのアンケート調査を実施する

４．教育する 研修を実施する

５．周知する 組織の方針や取り組みについて周知・啓発を実施する

【図表５】職場のパワーハラスメントを予防するための取り組み

これら方法を説明するのは簡単ですが、実際取り組む場合は、業務上の指導とパワーハラスメ

ントの線引きが難しく、机上の空論に聞こえるかもしれません。しかし行動を起こさないと前半

で述べたようなパワーハラスメントのリスクは少しも軽減されません。まずは取り組みを宣言し

た上で、難しい部分は専門家に相談しながら運営することをお勧めします。

（４）２つの問題解決の取り組み

パワーハラスメント対策の取り組みを進める中で、従業員から何かしらの質問や相談、問題が

出てくると思います。社内から声が上がることは、パワーハラスメントについて従業員が理解し

ていることなので、取り組みの成功といえます。しかし、いざ発言があがっても対策を決めてい

ないと対応法に困ってしまい担当者に負担がかかります。そこで職場内で発生したパワーハラス

メントの問題解決の取り組みを説明します。問題の解決に取り組むとき考えられる方法は、【図

表６】のとおり問題発生の対応のため相談窓口など「相談や解決の場を設置する」方法と、問題

解決後に「再発を防止する」ためパワーハラスメントを行った人への教育を行う方法がありま

す。

相談窓口については設置したことと、窓口の役割を周知するのはもちろんですが、相談窓口の

設置にあたり注意が必要なのは、相談しやすい環境づくりと相談に来た人や事実確認のため聞き

取りをした人のプライバシーへの配慮を行うということです。窓口の担当者はパワーハラスメン

トに関する一定の知識とコミュニケーション能力が求められます。話を聞いてくれなさそうな人

は信頼されず、パワーハラスメントの実態を把握するほど相談者から状況を聞き出すことはでき

ないからです。

また、相談を行ったことや、パワーハラスメントの事実を証言したことが知れ渡り、職場に居

づらくなるという被害の拡大は絶対に避けなければなりませんのでプライバシーの徹底管理が必

要です。相談の最初のアプローチはメールにすることや、面談は社外で行うなどのプライバシー

への気遣いが考えられるでしょう。なお、相談対応者については職場の関係性にかかわらず公正

中立の立場で判断しなければならないので、複数人（男女ともに）で構成したほうが良いでしょ

う。相談者の話を最後までよく聞き、迅速に対応できることが不可欠になりますので、社内から

担当者を選抜するのが困難な場合は外部の専門機関に協力を依頼するのも手段の一つと言えま
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１．相談や解決の場を設置する
企業内外に相談窓口を設置する、職場の対応責任者を決める

外部専門家と連携する

２．再発を防止する 行為者に対する再発防止研修を行う

【図表６】職場のパワーハラスメントを解決するための取り組み

す。

ただし、中小企業では相談窓口を作るほどの会社規模ではない、という考えも多くあると思い

ます。その場合はパワーハラスメントに関する悩みを直接トップに相談できるホットラインを用

意することをお勧めします。携帯電話の番号やトップだけが確認できるメールアドレスなどをパ

ワーハラスメント用に社内で公表するなどして対策の具体的行動を示しましょう。従業員は相談

することに多少気後れするでしょうが（トップに直接話すのですから当然です。）安心感は生ま

れるでしょう。

再発防止に関してはパワーハラスメントを行った人に対し、何がパワーハラスメントだったの

か必ずフィードバックを行います。ここが徹底されていないと教訓が得られず、同じ失敗を繰り

返してしまいます。その後に謝罪や当事者間の関係改善に向けた働きかけ、当事者を引き離すた

めの配置転換等アフターケアを行います。また、就業規則に基づき懲戒処分を行うときは処分の

合理性・相当性を検討し手続きを適正に行わなければなりません。

（５）おわりに

パワーハラスメントという言葉は行為を受けた人の主観的な判断により使われます。【図表７】

にあるとおり、パワーハラスメント予防の取り組みを行う際の課題は２位以下の「発生状況を把

握することが難しい」（３８．０％）、「管理職の意識が低い／理解不足」（３３．３％）、「パワハラに対応す

る際のプライバシーの確保が難しい」（２４．３％）に比べ、「パワハラかどうか判断が難しい」

（７２．７％）が圧倒的に多くなっています。悪意がなくとも知らずとパワーハラスメントを行って

しまい相手を傷づけてしまう場合もあるため、「自社ではどのような行為をなくすべきか」を従

業員一人ひとりが考え整理し、労使間で認識を共有することが必要でしょう。

最初はパワーハラスメント対策の取り組みの中で、労使間互いの認識が一致せず、ぎくしゃく

する感覚もあるかもしれませんが、パワーハラスメントは１回の取り組みで解決するものではあ

りません。学習（研修）のフィードバック、従業員アンケートの積み重ね、相談窓口の対応事例

の研究など数年かけてノウハウを蓄積して労使間の認識が共有されていきます。そこでようやく

パワーハラスメントの判断が可能になり、オリジナルのパワーハラスメント対策が完成します。

パワーハラスメント対策に絶対の正解はなく、時代の流れによって随時見直しを行うなど継続的

な取り組みが必要です。どんな時代でも担当業務の経験が浅い部下ならば、上司からの指摘には

ドキドキしてしまうものです。初めから齟齬のないコミュニケーションを図ることは難しく、つ

まりはパワーハラスメントの対策も終わりがないと言わざるを得ません。どうか長期的視野を持

ち、パワーハラスメントのリスク対策を始めていただければと思います。本稿がパワーハラスメ
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72.7パワハラかどうかの判断が難しい

38.0発生状況を把握することが困難

33.3管理職の意識が低い／理解不足

24.3パワハラに対応する際の
プライバシーの確保が難しい

22.2適正な処罰・対処の
目安が分からない

19.7パワハラの予防・解決のための
取組を行うノウハウがない

19.5一般社員等の意識が低い
／理解不足

16.7社内に対応するための適切な
人材がいない／不足している

15.9経営層の意識が低い
／理解不足

3.2パワハラの予防・解決のための
取組を行う費用が確保できない

2.0その他

6.2特に問題はない
(％)

ント対策の一助となれば幸いです。

【図表７】 パワーハラスメントの予防・解決の取り組みを進める際の課題

参考資料

図表１～７及び数値データ

「みんなで考えよう！職場のパワーハラスメントあかるい職場応援団」（厚生労働省委託事業）HP

http : //www.no-pawahara.mhlw.go.jp/statistics/state

※２０１１年７月から開催された「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」の提言等を基

に、職場のパワーハラスメント問題の予防・解決に向け、問題に関する様々な情報発信を行なっ

ていくため、厚生労働省委託事業として、平成２４年１０月１日に開設されたHP
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台湾は、人口２，３３２万人、面積３６，１９３�、２０１２年の１人当たりGDP２０，３７８米ドル（韓国２２，５８９米ド
ル、日本４６，７３６米ドル）。また、来道観光客は年間３０万人と年々増加し、北海道はより身近な存在に
なっています。台湾で日本食品を扱う主な小売店を紹介するとともに、各店での日本食品、道産品の販
売状況をお伝えします。

○新光三越
新光三越は、１９９１年に開業した台湾の代表的な百貨店。台北市庁舎付近にある信義店は４館で構成さ

れており、隣の「統一阪急百貨店」とともに、新たな人気商業エリアを形成しています。地下の食品売
り場には、日本産の昆布や醤油、麺つゆ等の調味料が多数販売されており、品揃えや雰囲気はまさに日
本の「デパ地下」。台湾は、世界でも有数の昆布の消費地で、だし用、食用とも種類が豊富です。函館
や日高、利尻、羅臼など道内産品はもちろん、道産昆布を原料とした本州のメーカーによる加工品も販
売されています。
また、酒類売り場には、日本の酒の特設コーナーがあり、国士無双やはこだてワインなど、約１０種類
の道産酒や道産ワインが並べられていました。

○大葉高島屋
高島屋が台湾に出店する唯一の店舗で、１９９４年に開設。市内中心部から少し離れた、北部の高級住宅

街に立地。２，４００台も収容可能な広い駐車場が強みであり、周辺に居住する外国人や富裕層などを中心
に広く親しまれています。
日系資本の店舗ということもあり、売り場には主に九州産の野菜や果物、青森産のりんごジュース

（１�約６６０円）など、日本からの輸入品が豊富で、日本語のラベルの商品で溢れていました。
道産品では、真空パックのスイートコーンやいかめし（２個入り６５０円）、日本酒やワインなどが並ん
でいました。日本酒は３６０mlで１，１００～１，６００円、７２０mlで３，３００～７，２００円と高めの設定で、日常的に購
入するというよりは、お祝い用や贈答品用に購入されているようです。

○微風広場（Breeze Center）
微風広場は、２００１年に開業。欧米系のファッションブランドに加え、ユニクロや無印良品、紀伊国屋

書店なども入っている高級百貨店で、最も裕福な顧客層を対象としていると言われています。
水産品の特設売り場には、「北海道根室産ブランド 獲れたての鮮度をそのままに」と日本語で書か
れた大きな看板があり、キンキやズワイガニをはじめとして、ホッケの一夜干しや冷凍ホタテ、イク
ラ、釧路シシャモなど、道内産水産物が豊富に販売されていました。
農産品売り場では、日本各地の銘柄米が豊富で、それぞれの特徴をアピールするラベルが添えられて

おり、道内産のななつぼしやおぼろづき等も販売されていました。価格は２㎏約１，８００～１，９００円と手頃
な価格帯でした。

○シティスーパー
シティスーパーは、香港が本拠地の高級スーパーですが、台湾に６店舗（台北エリア４店、新竹市１

店、台中市１店）あり、太平洋そごうや遠東百貨などの百貨店にテナントとして入居しています。
担当バイヤーによると、台北の消費者は新しいもの好きで、例えば菓子では、昨年は「じゃがポック

ル」（カルビー）が人気でしたが、今年は「ブラックサンダー」（ユーラク製菓）が人気で、流行のサイク
ルが短いとのこと。また、味覚についても濃い味やまろやかな味は比較的好まれますが、甘すぎるもの
はあまり受けないそうです。

アジアニュース

台湾の小売店における日本食品販売事情
北洋銀行上海駐在員事務所 所長

田中 雅啓

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１４／本文　※柱に注意！／０２４～０２５　アジアニュース（台湾）  2014.04.18 16.33.35  Page 24 



アジアニュース

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年５月号

定番の日本食材は、麺つゆや昆布。また、菓子では煎餅やビスケットがよく売れ、季節商品では、夏
はゼリー、冬はチョコレートの売れ行きが良いとのこと。
道内産で言えば、野菜では玉ねぎや長芋、米ではゆめぴりか、おぼろづき、ななつぼし、水産物では

冷凍ホタテやタラバガニ、紅鮭切り身などが販売されていました。
台湾では、旧正月前の１月下旬と中秋節前の８月下旬に贈り物の習慣があり、ギフト用として菓子や

ワインが売れているそうです。シティスーパーでは、「北海道フェア」も含め、日本フェアを年に４～
６回開催しています。

○第一名店
第一名店は、日本食品を扱う輸入商社ですが、今年の正月に、南京東路駅近くに初の小売店をオープ

ンしました。店頭では、社長以下販売員がお客様に対して熱心に商品の説明をしていました。店の入口
には「日本名物」という看板が掲げられ、この看板通り、店内は日本からの輸入品が９割を占めていま
す。米や麺類、ケーキ、牛乳、さつま揚げなど様々な食品を取り扱っており、人気商品は、きのこ醤油
やごまドレッシングとのことです。道内からは、日高産煮昆布やラーメン、道産原料のソフトクリーム
（約３３０円）などを販売しています。
参考までに、台湾ではセブンイレブンの一部の店舗でも、道産原料を使用したソフトクリームを販売

しています（約１２０円）。

○輸入商社の道産品の評価
輸入商社からは、①道産品は、価格はやや高いが、品質が良く、富裕層に受け容れられていること、

②北海道ブランドは、一時期からみれば陰りが見えるものの、依然として高い優位性があること、③物
産展では好評でも、常設では売れないことも多く、販売戦略をきちんと立てる必要があること、を指摘
されました。
台北市内の百貨店の食品売り場では、日系資本に限らずどこの店にも日本食品が溢れていました。九

州や青森県の地方自治体や農協は、生鮮品の売り込みに積極的で、九州産の野菜やメロン、いちご等の
果物、青森産のりんご等が数多く入ってきているそうです。また、調味料や米、昆布、日本酒は、各店
舗にそれぞれ１０～２０種類の商品が置かれており、市場競争も激しく、真のライバルは日本メーカーと言
えます。
お客さまに多くの日本食品の中から選択し、購入していただくためには、他の日本の食品にはない

セールスポイントを強調し、商品の差別化を図るなど、「買う気にさせる」商品作りや営業活動が重要
であると考えます。

種類豊富な昆布売り場 陳列された日本の調味料
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ビジネスを成功させる絶好の機会とは、①大きな市場、②大きな非効率（顧客の不満など）、③大き
な変化、の３つの条件が重なったタイミングと言われています。これらの条件を、「中国市場でのビジ
ネス」に当てはめて考えてみます。

１．大きな市場（高い経済成長）
２０１３年の国内総生産（GDP）成長率は７．７％と１桁台に減速し、先行き不安との意見もあります。
しかし、この「７．７％成長」は年間で６，３３０億米ドルの増加を意味し、タイ（３，６６０億米ドル）とシン
ガポール（２，７６５億米ドル）を合わせた規模に匹敵します。言い換えると、中国はたった１年間で、
タイとシンガポールが新たに誕生するほどの経済成長を遂げている巨大市場なのです。
もちろん、中国全土を一つの市場として捉え、新規参入を企図するのは無理があります。しかし、

当事務所がカバーする遼寧省、吉林省、黒竜江省の「中国・東北三省」だけでも、人口は１億１千万
人と、日本と同等規模の市場が存在します。

２．大きな非効率（顧客の不満）
中国では最近、日本製の「紙おむつ」が１．５倍の価格差にもかかわらず、店頭でもインターネット
上で飛ぶように売れています。特に「メリーズ」（花王）は、ブローカー業者が日本まで来て、ドラッ
グストア等で買占め、中国国内で転売しているとの報道もあります。このような転売ビジネスが成り
立つほど人気が高い原因は、「純日本製信仰」と「中国製への不満足」です。当事務所の中国人ス
タッフも「中国製は、かぶれる等品質が悪い。特に夏場は通気性の高い日本製を使う。」と話してい
ます。
このように、所得の向上を背景とした、消費者の品質の高い商品やサービスへのニーズの高まりに

より、紙おむつに限らず、食品や電化製品、サービス産業など多くの分野において、「自国製に対す
る不満」が強まっています。

３．大きな変化（規制緩和など）
「リコノミクス」と呼ばれる経済改革を行っている李克強首相は、「経済発展の方式を変え、経済
構造の調整を強化していく。」と強調しています。具体的には、投資偏重の発展政策を改め、金融改
革や財政改革を実行し、規制緩和により外資の参入を促す、としています。
昨年９月、中国の規制緩和の実験区である「上海自由貿易試験区」が設立されました。対象は、外

資系企業とサービス業（金融、運輸、情報通信関連、法律等専門サービス、文化、公共の６分野、１８
業種）で、原則として会社設立を自由化し、市場の開放と産業発展を奨励・拡大するというもので
す。上海以外にも、ここ大連や天津、青島、重慶などの都市が、自由貿易試験区の設立に向けて動い
ています。
また中国政府は、国有企業による独占業種を民間企業に開放する改革を進めていく方針です。民間

の経営ノウハウの導入により、国有企業の経営効率の改善を図る狙いがあります。以前日本で喧伝さ
れた「民活導入」を連想させます。

４．中国市場におけるビジネス条件
このように考えると中国市場は、①GDPで日本を抜き世界第二位の経済大国となり、今後更なる成

長が見込まれ、②自国の製品・サービスへの大きな不満から、日本製品に憧れを持ち、③経済発展の
方法を変え、規制緩和等により大きく変化しようとしています。まさに「ビジネス成功の３条件」に
合致しているのではないでしょうか。
中国では今、高い品質の製品やサービスへのニーズに留まらず、公害対策、高齢化対策、食品の安全

性確保、農業・食品加工分野の省力化、など様々なニーズを抱えています。大連事務所では、こうした
中国現地のニーズをスピーディーかつ的確に伝え、お取引先のビジネスチャンスに繋げていきます。

アジアニュース

海外ビジネス市場を中国に求める理由
北洋銀行大連駐在員事務所 所長

山田 英幸
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サハリン州政府は、２０１４年の予算において住環境の改善を優先課題として、住宅分野に前年の２．７倍
となる２００億ルーブル（約６００億円）を計上しました。現在州の人口は４９万人ですが、２０年以上にわたっ
て減少が続いています。この傾向を食い止め、サハリンでの生活に魅力を感じてもらうことが、住宅分
野への予算配分の最大の目的です。特に、老朽化したアパートの建替え、大家族への土地提供、住宅建
設費用の助成に力を入れています。今回は、サハリンの住宅事情について紹介します。

【自宅のリフォームはDIYで】
市民の多くは、古くて狭いアパートに住んでいます。４０～５０年前の旧ソ連時代に割り当てられた公営

住宅が、ソ連崩壊後に無償で市民に譲渡され、住み続けている人が多いのです。住居一戸あたりの平均
面積は約５０㎡（日本は１２６．５㎡）ですが、二世代、三世代での同居も珍しくなく、手狭になっていま
す。
生活を快適にするため、多くの人が壁紙の補修、塗装、水回り・暖房設備の交換など、リフォームを

しながら暮らしています。小規模なリフォームであれば、ほとんど自分でやってしまいます。週末には
インテリアやDIY（日曜大工）に関するテレビ番組が放送されていますし、壁紙、木材、塗料、工具な
どの住宅資材は、ホームセンターや金物店で販売され、いつも賑わっています。商品は、ロシア、中
国、韓国、欧米（ドイツ、オランダ、米国、カナダ）製が中心で、日本製品はほとんど見かけません。

【賃貸用のリフォームは専門業者を利用する場合も】
一方、高く賃貸するためにリフォームをすることもあります。窓やドア、バルコニーなど比較的大規

模な改修が必要な場合には、専門業者に依頼します。人口約２０万人のユジノサハリンスク市にはリ
フォーム専門業者が６６社もあり、「ミニコミ誌」でもリフォーム業者の紹介に多くのページが割かれて
います。「無金利・分割払いOK」、「即日取り付けOK」など、積極的な営業PRをしており、競争も激し
いようです。費用は、室内ドアの場合、中国製で１枚５，０００ルーブル（約１４，０００円）程度から、ロシア
製で１枚１２，０００ルーブル（約３５，０００円）程度からです。この分野でも、日本製品はほとんど出回ってい
ません。

【新築住宅市場】
戸建住宅は、政府の後押しもあり、２０１３年は６００戸以上が建てられ、前年比２０％程度の伸びを続けて
います。背景として、平均賃金が毎年１０％近く上昇し、富裕層が増加していることが挙げられます。
新築戸建住宅の購入は概ね３５０万ルーブル（約１千万円）以上と、一般市民には高額のため、住宅

ローンの活用が考えられますが、まだ普及していません。サハリン州の平均月収４８，０００ルーブル（約１４
万円）に対し、住宅ローンは金利が１１～１７％と非常に高く、住宅ローンの月平均支払額は３７，８００ルーブ
ル（約１１万円）に達しています。利用者は今のところ一部の富裕層に限定され、住宅ローンを利用しな
い市民は、少しずつ資材を調達しながら時間をかけて家を完成させるケースがほとんどです。

【まとめ】
サハリンでは所得水準の上昇により、住宅のリフォームや新築に伴う高品質な住宅資材への需要が増

加すると考えられます。現在、住宅資材については、ロシア製、中国製、韓国製のものが多く販売され
ていますが、外壁材などは日本製も見受けられます。日本製の外壁材は断熱効果が高く、既存の住宅の
外壁に後から取り付けられることから、現地市場に受け入れられているようです。
日本の製品は高価であることから、今まで市場への浸透が進んでいませんでした。戸建住宅の請負な

どはハードルが高いかもしれませんが、リフォーム資材には可能性が高いと思われます。
北海道の持つ寒冷地対応技術や耐久性など、実際に使ってもらい、価格差を超える機能性が認知され

れば、需要は増えていくと考えます。

アジアニュース

サハリンの住宅事情と住宅資材に対するニーズ
北洋銀行国際部 主査
（北海道サハリン事務所派遣）

�橋 明史
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４１８ ７２～１９５ ２５３ ２５３ ２１８～２４１

牛乳 １リットル 現地産 ２２３～４９２
４１

（２４３ml）
１２６

２５３
（８３０ml）

１５２～２４９

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１１～２１５ ３２～１１４ １９０
８９

（アメリカ産）
５３

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １４７ ２７８
２７８

（１個）
８１

（１個）
１５７

（エジプト産）

小麦粉 １kg １３６ ２３０ １４５ ２０４ １２０

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９６ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９１ １５２ ２９４ ２４１

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７４ １０７ ２３７ １３１ ４７３

ミネラルウォーター ５５０ml ２１ ２１ ２２ １２６ ４３～９１

コーラ ３３０ml コカコーラ ３４ ３９ ４４ ８１ １００

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２８２ ２６５ ６３４ ３８４ －

タクシー初乗り ２３２ １３２ １１０ ２７８ ４３０～５７４

ガソリン １リットル レギュラー １２４ １２３ １３３ １８２ １００

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１７

（現地製４巻）
４１３

４４３
（現地製）

５３６
３６７

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１０７

（現地製）
７８

（現地製）
３０１ ２５９ １４０

洗濯洗剤 １kg 日本製
２３０

（現地製）
１９７

（現地製）
３８０ ２２４ １，００４

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６５ １６５ ２５３ ３２７ ３１５

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４７ ２２ ９

水道料金 １� 住居用 ２７ ５１ ３１ ９５ ８８

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １５ ７３ ６８

バス 市内均一区間 ３３ １６～３３ ２５ ８１～１７２ ４３

地下鉄 初乗り ４９ － ６９ ９０～１９６ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８６，０６８ ８７，７２７ ７４，９７０ ８０，９２７ ８１，７６６

基本料金／月 ７６３ ９６２ ２，５３６ ４，４４０ ４，３０５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９１２～２，３２２９９５～１，１６１６３４～１，４２６ ９４１ ５７４～１，１４８

現地価格調査（２０１４年４月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年３月３１日仲値
１中国元＝１６．５９円 １タイバーツ＝３．１７円 １シンガポールドル＝８１．９１円 １ロシアルーブル＝２．８７円
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９６．７ △６．６ ９１．４ △９．５ ９６．９ △６．０ ９１．５ △９．２ ９６．８ △１０．３ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．５ △２．０ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．４ △２．７

２４年１０～１２月 ９６．７ △２．６ ９４．１ △１．９ ９８．０ △１．２ ９３．４ △１．３ １０８．４ ０．６ １１０．４ △１．６
２５年１～３月 １００．８ ４．２ ９４．７ ０．６ １０２．３ ４．４ ９７．２ ４．１ １０５．８ △２．４ １０６．６ △３．４

４～６月 １００．３ △０．５ ９６．１ １．５ １００．２ △２．１ ９５．４ △１．９ １０７．１ １．２ １０７．０ ０．４
７～９月 １００．４ ０．１ ９７．７ １．７ １００．４ ０．２ ９６．０ ０．６ １０６．５ △０．６ １０８．３ １．２
１０～１２月 １００．６ ０．２ ９９．５ １．８ １０１．４ １．０ ９９．４ ３．５ １０８．３ １．７ １０５．６ △２．５

２５年 ２月 １０２．５ １．９ ９４．９ ０．９ １０３．１ ０．１ ９８．０ １．８ １０８．６ ０．６ １０７．３ △１．２
３月 ９９．２ △３．２ ９５．０ ０．１ １００．９ △２．１ ９７．２ △０．８ １０５．８ △２．６ １０６．６ △０．７
４月 ９９．３ ０．１ ９５．９ ０．９ １０１．２ ０．３ ９５．８ △１．４ １０３．２ △２．５ １０７．４ ０．８
５月 １０１．７ ２．４ ９７．７ １．９ １０１．８ ０．６ ９６．８ １．０ １０２．４ △０．８ １０７．０ △０．４
６月 ９９．８ △１．９ ９４．７ △３．１ ９７．７ △４．０ ９３．７ △３．２ １０７．１ ４．６ １０７．０ ０．０
７月 １００．９ １．１ ９７．９ ３．４ １０１．２ ３．６ ９５．６ ２．０ １０４．６ △２．３ １０８．７ １．６
８月 １００．０ △０．９ ９７．０ △０．９ ９９．６ △１．６ ９５．５ △０．１ １０６．６ １．９ １０８．５ △０．２
９月 １００．２ ０．２ ９８．３ １．３ １００．３ ０．７ ９６．９ １．５ １０６．５ △０．１ １０８．３ △０．２
１０月 １００．８ ０．６ ９９．３ １．０ ９９．８ △０．５ ９９．１ ２．３ １０８．６ ２．０ １０８．０ △０．３
１１月 １００．０ △０．８ ９９．２ △０．１ １０１．８ ２．０ ９９．１ ０．０ １０７．８ △０．７ １０６．１ △１．８
１２月 １００．９ ０．９ １００．１ ０．９ １０２．６ ０．８ ９９．９ ０．８ １０８．３ ０．５ １０５．６ △０．５

２６年 １月 r１０４．０ ３．１ r１０３．９ ３．８ r１０５．５ ２．８ １０５．０ ５．１ r１０６．４ △１．８ １０４．６ △０．９
２月 p１０１．８ △２．１ p１０１．５ △２．３ p１０２．８ △２．６ p１０３．９ △１．０ p１０６．４ ０．０ p１０３．８ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７
２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △１．５

４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８２ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７９０ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２５年 ２月 ６９，３１７△１．９ １４，２３９△２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８△１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．９ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 r ８０，９７０ １．９ r １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ r ６，０４９ ２．４ r ６２，１３５ ２．０ r １１，０６８ △０．２
２月 p ７２，２０９ ４．２ p １４，６８６ ２．４ p １５，６７７ ５．２ p ４，７８５ ２．５ p ５６，５３３ ３．９ p ９，９０１ ２．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年５月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１４／本文　※柱に注意！／０２９～０３２　主要経済指標  2014.04.18 16.36.53  Page 29 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５
２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８

４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △０．３ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．３ １．５ １００．３ ０．９ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．１ ２．１ １００．８ １．４ １００．４５ １６，２９１

２５年 ２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １００．９ １．２ １００．０ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．０ １．４ １００．３ ０．９ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．９ １００．６ １．１ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．８ １．９ １００．７ １．１ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ ２．４ １００．８ １．５ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．５ ２．１ １００．９ １．６ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０２．４ １．８ １００．７ １．４ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０２．１ １．５ １００．７ １．５ １０２．１３ １４，８４１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８
２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２

４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２５年 ２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年５月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１４／本文　※柱に注意！／０２９～０３２　主要経済指標  2014.04.18 16.36.53  Page 30 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８
２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６

４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２５年 ２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５８８ △５．７ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７６８ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２５ ８．９ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年１０～１２月 ２，８３１ ６．７ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９
２５年１～３月 ２，５１７ ２．８ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７

４～６月 ２，８５３ ６．０ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３３ ４．０ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４６ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２５年 ２月 ８２４ ４．４ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９１４ ２．１ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 ７８５ ４．０ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９９０ ７．５ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．１ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８４ ５．１ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４２９ ２．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２１９ ４．２ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ － ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２８ ０．４ ０．８２ １．０１ － ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年５月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４

２４年１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５
２５年１～３月 １０９，９８８ １７．８ １６３，５２１ １．２ ５１０，７３１ ９．５ １９１，１５４ ８．０

４～６月 １１０，８２２ １５．５ １７５，９９６ ７．０ ４３４，６０７ １６．５ １９６，４８８ １０．３
７～９月 １１２，８５７ ２３．２ １７７，１１６ １２．７ ４４３，８５８ １６．２ ２０６，５８７ １７．５
１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１

２５年 ２月 ２９，２４１ １．５ ５２，８３３ △２．９ １６２，０４９ ４．３ ６０，５６６ １１．８
３月 ４７，２１９ ３０．２ ６２，７０２ １．１ １６４，７９０ ５．１ ６６，２７１ ５．４
４月 ３８，９１７ ０．５ ５７，７５８ ３．８ １６７，０７１ １２．０ ６６，５３１ ９．４
５月 ３３，８９２ ２２．３ ５７，６５２ １０．１ １５２，３８８ ２７．９ ６７，５６５ １０．０
６月 ３８，０１３ ２８．９ ６０，５８６ ７．４ １１５，１４８ １０．１ ６２，３９１ １１．７
７月 ３６，６０８ ９．０ ５９，５８５ １２．２ １３２，７１９ １６．２ ６９，９１０ １９．７
８月 ３６，４４９ １４．２ ５７，８２１ １４．６ １６６，０２７ １８．６ ６７，５３５ １６．２
９月 ３９，７９９ ５２．３ ５９，７１０ １１．４ １４５，１１３ １３．８ ６９，１４２ １６．７
１０月 ４０，３０６ １．０ ６１，０３０ １８．６ １７０，７８０ １４．５ ７２，０３４ ２６．３
１１月 ３６，８５８ １５．９ ５８，９８８ １８．４ １６３，７８６ ２１．２ ７１，９９９ ２１．２
１２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８

２６年 １月 r ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ r ２０４，８０９ １１．４ r ８０，４７４ ２５．１
２月 p ４１，３４０ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ p１５４，８１４ △４．５ p ６６，０１８ ９．０

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

２４年１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９
２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２５年 ２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △０．３ ４，２０２，６８６ ２．３
３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４月 １４１，８２２ １．１ ６，２９２，６７８ ３．８ ９２，１８９ △１．１ ４，２１９，８１４ ２．３
５月 １４１，５０２ １．６ ６，３１５，５１９ ４．１ ９１，１３５ △０．９ ４，２２３，０４２ ２．７
６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７月 １４１，４５０ ２．１ ６，２８０，８７５ ４．２ ９０，８４０ △０．５ ４，２３８，６６２ ２．８
８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９
９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７
１１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８
２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年５月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１４／本文　※柱に注意！／０２９～０３２　主要経済指標  2014.04.18 16.36.53  Page 32 
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●道内経済の動き 
●道内企業の経営動向 （平成26年1～3月期実績、平成26年4～6月期見通し） 
●パワーハラスメントのリスクと対策 
●台湾の小売店における日本食品販売事情 
●海外ビジネス市場を中国に求める理由 
●サハリンの住宅事情と住宅資材に対するニーズ 

調査レポート 2014.5月号（No.214） 
平成26年 （2014年） 4月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 
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